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良好な買物環境は、日常の生活の基盤であり、地域で生活を営む上で不可欠なものであるが、

全国的な人口の減少や少子高齢化、過疎化の影響もあり、流通機能や交通網の弱体化とともに買

物環境が悪化し、食料品等の日常の買物が困難な状況に置かれている人々、いわゆる買物弱者が

発生している。 

こうした中、買物弱者対策として、一部の府省や地方公共団体において補助事業等が実施され

ているほか、企業、社会福祉法人、各種団体、自治会等の地域団体、特定非営利法人等様々な者

により全国各地で店舗の開設、移動販売や宅配等が実施されている。 

一方、買物弱者は、一過性の対策により解消されるものではないことから、持続的な買物弱者

対策の実施が重要と考えられる。しかし、国において、買物弱者対策を中心となって取りまとめ

る府省はなく、一部の府省において国及び地方公共団体の補助事業等の一覧が取りまとめられて

いるが、網羅的なものとなっていないため、その全体像は必ずしも明らかになっていない。また、

補助事業等を活用した事業者における取組の状況については、一部の府省において先進事例等が

取りまとめられているが、その現状や、既に終了してしまった取組の原因・理由等については必

ずしも明らかになっていない。 

この調査は、以上のような状況を踏まえ、買物弱者対策の実態を明らかにするとともに、持続

的かつ効果的な対策を促進する観点から、国及び地方公共団体における買物弱者対策の実態や、

事業者における買物弱者対策に資する取組の実態等を調査し、関係行政の改善に資するために実

施したものである。 
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